
　鳥取県の人口について、大正9年から平成27年までの5年（国勢調査実施年）ごとの推移をみると、昭和30年から昭和
45年までは減少していましたが、その後は増加を続けて昭和60年には616,024人となりました。それ以降は61万人台を
維持していましたが、平成17年からは減少幅が年間千人以上に拡大し、平成27年は573,441人となり58万人を下回りま
した。

　鳥取県の人口動態の推移をみると、自然増減では、昭和30年から平成6年までは出生数が死亡数を上回っていました
が平成7年から下回る傾向に転じました。社会増減では、昭和30年から昭和50年まで転出が転入を上回り、昭和51年か
ら5年間及び平成6年から8年間は転出が転入を下回る傾向に転じましたが、平成14年からは、自然減と社会減の同時
進行が進んでいます。

鳥  取  県  の  人  口
県人口と人口動態の推移

平成27年

573,441人
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① 大正9年～平成27年の数値は、国勢調査確報値。ただし、昭和20年の数値は、「人口調査」による値。

② 令和2年～27年の数値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」による値。

令和元年10月1日現在

555,663人（県推計値）

-9,000

-7,000

-5,000

-3,000

-1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

-9,000

-7,000

-5,000

-3,000

-1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

S3031 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30R1

（人）（人）

鳥取県の人口動態の推移（昭和30年～令和元年）

自然増減数 社会増減数 人口増減数

自然減・社会減が同時進行

Ｓ４１

ひのえうま

Ｓ４６～４９

第２次ベビーブーム

高度経済成長期

Ｓ５４

第２次石油危機

Ｓ６１．７

労働者派遣法施行

Ｓ６２～Ｈ２

バブル景気

Ｈ７．１

阪神大震災

① S33年からS44年までは「人口動態統計」と「住民基本台帳人口移動報告」による S45年からは「鳥取県人口移動調査」による

② 自然増減：出生と死亡による増減 ③ 社会増減：県外転入と県外転出による増減

バブル経済崩壊 Ｈ２３．３

東日本大震災

Ｈ２８．４

熊本地震

Ｓ４８

第１次石油危機

世界金融危機

Ｈ１４．７

首都圏・近畿圏における

工場等制限法の廃止

（工場制限面積の廃止）

Ｈ１６．３

労働者派遣法改正

（製造業派遣解禁）

人口の推移

人口動態の推移

鳥取県人口の推移（国勢調査：大正9年～平成27年）と将来推計人口（令和2年～令和27年）

昭和60年
616,024人

Ｈ２８．１０

鳥取県中部地震

Ｈ１２．１０

鳥取県西部地震


